















































































































水系名 総事業数 管理施設 建設 調査 開発水量：㎡／s
利根川 12 6 4 2 71・62 全水系で
（豊川 1 1 0 0 32・192 100％
木曽川 5 1 4 0 30・489
淀　川 6 4 2 0 27・85
吉野川 6 0 6 0 0
筑後川 2 0 2 0 0
合　計 32 12 18 2 162・151
昭和47～56年度の間の新規決定・完成 開発水量累計 公団のシェア
利根川・ 8 4 91・386 97％
荒　川
（豊川 0 0 32・192 100
木曽川 4 1 76・179 100
淀　川 4 1 29・45 100
吉野川 0 6 40・35 100
筑後川 3 2 13・32 98
合目計 19 14 282・877 99
昭和57～平成3年度の間の新規決定・完成 開発水量累計 公団のシェア
利根川・ 1 2 122・966 80％
：荒　川
豊　川 1 0 32・192 100
木曽川 0 2 80・179 100
淀　川 1 3 73・686 99
吉野川 0 0 40・35 100
筑後川 1 1 13・77 97





























































都　市　名 主要河川 期　　　間 日　数
備．　考
昭　39 東　　京　　都 多摩川 7．10～　10．184日間 東京五輪渇水
北　九　州　市 遠賀川 6．19～　10．26130〃 r










63 北　九　州　市 遠賀川 6．8～　12．1！173〃












東　京　都　他 利根川・r　　川 6．王6～　　8．2571〃 首都圏渇水
62 蒲　郡　市　他i豊川用水地域） 豊　　川 824～翌5．2374〃．
東　海　市　他
i愛知用水地域） 木曽川 9．12～〃き．17 工88〃
平　元 那　覇　市　他 2．27～　　4．2659日澗
東　京　都　他 利根川・r　　川 7．23～　　8．918〃















































































































































































































年　　　度 昭和40 45 50 55 60 平成元 4
一般会計歳出合計 3，6587，9502L28942，861 52，50060，41472，218
（1GO） （100） （100） （100）（10G） （100）（100）
公共事業関係費 693 1，410 2，9106，6566，369 6，1978，024?
（18．9） （17．7） （13．7） （15．6） （12．1） （10．3） （11．1）
1　治　山・治　水 121 237 451 1，104 1，0831，0801，416
2　道　路　整　備 317 587 957Lg111，8261，782 2，289
3　港湾・漁港・
@空　港島　備 55 117 240 528 512
???
645
4　林道工業用水道 33 35 74 180 170 160 218
5　農業基盤整備 92 』　189 360 897 879 867 L104
6　住　宅　対　策 一 95 295 754 758764 931
7　生活環境等 一 63 283 966 970955 1，340
































































合計額（A） 1，1812，498 5，709 16，05115，74219，11321，067
A／公共事業













































































































































































































昭37 0．05 0．06 0．02 0．03 0．87 0．07
40 100 100 100 100 100 100 100100
2 128 128125 311 170 136 440140
4 117 113 117 1，ユ46 173 172 587！45
6 177 165188 2，557 224 2011，正97 228
8 231 210 248 4，209 235 275L733 306
50 503 552 4389，783 323 4072，545 608
50 100 100 100 100100 100 100100
2 83．9 69．2100 170 135 118 14298
4 96．9 95．5 90．4195 204 156 178 116
6 129 146116 174 289 635 254161
8 120 139 102 213 376 699 330170
60 170 227 95．4 241 778 768 45231
60 100 100100 100100 100 100 100
2 114 112121 146 208 108 118 ユユ5
平元 104 101 116 161 163 119 137 116









































昭37 25．8 0．52 23．1一 一 23．5 8．9 1，735
40 25．6 10．1 30．4 16．8 13．5 19．4 13．318，413
2 21．5 10．8 48．3 31．4 16．910．2 7．9 29，964
4 24．2 12．047．9 34．7 13．1 9．8 4．229，661
6 22．5 14．5 42．8 28．8 14．0 13．62．2 42，089
8 21．6 15．7 4L7 41．7 一 15．4 1．1 57，598
50 22．6 16．9 42．0 27．6 14．3 13．7 ユ．3 116，208
2 19．8 19．6 42．7 26．2 16．5 15．51．1 112，304
4 20．5 18．8 40．8 27．213．6 18．0 1．3 132，201
6 19．1 22．5 42．0 29．4 12．6 14．8 1．0 185β31
8 17．1 19．4 42．9 23．7 19．2／7．8 L2 195，488
60 14．0 13．2 54．9 20．2 16．6 14．11．2 266，355
2 15．8 12．5 54．8 27．918．8 14．6 2．1 301，597
平元 ユ4．⑪ ユ0．2 57．9 30．5 20．5 16．0 L6 310，308



























































































































































　　　年度?p 弓削55 57 59 6！ 63 平2 平3
管理業務費 90．4 109 130 141 150 ユ66 185
?
44．7 48．5 40．5 31．3 30．6 29 29．4
受託業務費 19．1 24．9 37．7 48．6 74．4 34．5 36．5
?
9．5 11 11．7 10．8 152 6．0 5．8
支　払　利　息 84．8 86．7147 141 138 236251
? 4L4 38．4 45．9 3L3 28．2 41．1 39．9
当期純利益 8．6 3．9 5．1 9．4 13．1 9．2 7．2
％ 4．3 1．7 1．6 2．1 2．7 1．6 1．1
合計（その他含む） 202 225 321 449 489 573 629
? 100 100 100 100100 100lGO
　　出所1予算参考資料により作成。
都市化や農業の比重の低下等産業構造や社会階層の急激な変貌と密接に関連
していた。地球における再生可能で自然循環をする水資源をいかに経済的に
効率よく，豊かに国民に提供するかということは，必ずしも自然の環境や水
資源の循環の秩序と両立するとは限らない。確かに水資源開発公団のこれま
での30年の活動はそれなりにわが国の経済発展に呼応するものとして一定の
役割をはたしてきたに違いない。しかし自然の世界に潜む魔力を人類はそれ
ほど容易に統制し得るものではない。人為的な開発政策がかえってその意図
に反した結果を招き得ることは，近年における異常気象や異常少将と多雨，
洪水と渇水の頻発のなかにも認められるのではなかろうか。
　かりに水資源の開発が必要だとしても，それを民間の企業や個人が経済活
動の一環として担当することは極めて困難である。したがって国や地方公共
団体が乗り出さざるをえないが，そこから生ずる非能率や無駄をできるだけ
少なくし，ある程度の企業的自立性を持たせるために公団が設立されたもの
一40一
水資源開発と公団の役割　367
と思われる。しかし事実上水資源開発公団の場合，住宅や有料道路の場合と
違って，事業費を賄うための財源は，借入金か国の交付金・補助金か諸負担
金であるが，借入金の多くは政府資金であり，負担金は地方公共団体や土地
改良区の負担するものであるから，直接の受益者負担というよりも一層広範
な国民または住民の租税その他の負担によって，公団の費用は最終的に支弁
されていることとなる。したがって公団の政府からの自立性や企業性なるも
のは極めて限定された形式もしくは建前以上のものではないといえよう。事
実上水資源開発のための施設の建設についても，その管理や運営についても
複数の省・庁の監視や千慮を絶えず受けているだけに益々そうである。その
ことは逆に公団の背負う公共的役割が大きいことを意味するといわなければ
ならない。しかしこれまでに行なわれてきた公団の開発事業が，直接の利害
関係を持つ住民だけではなく，かなりの範囲に及ぶ国民の不信を招きつつあ
るのは，方針決定の硬直性，事前説得の不十分さ，情報の秘密主義，等にも
よるが，公団事業の実施手順のなかに，地元住民や業者の利害や公団のあり
かたを第三者的立場から評価し・判断する機関が十分機能していないためで
あるように思われる。もとより関係各省・主務大臣や都府県知事や水資源開
発審議会の意見，内閣総理大臣の決定は必要不可欠であるが，公団へ指示さ
れる前に受益者の意見がどの程度迄聴かれているのか，がはっきりしていな
い。受益者の範囲も不明確であって，知事によって受益者が代表されるの
か，地元の市町村長や議会の代表や直接利害関係のある住民等の主張はどの
ように評価され，受けとめられているのか，明確ではない。
　これに関連してダムや用水路の建設等に絡む補償問題がある。補償の複雑
さ多様さについては公団側も個別事業毎に詳細に（例えば一般補償・公共補
償・特殊補償の区別やその内容，現物か金銭かの区別，さらに生活再建のた
めの移住地の取得から分譲，就職・税金の相談等）述べているが，補償額や
補償の基準ならびに支払の対象者については一切明らかにしていない。しか
し公共性の名において事業が行なわれる以上，情報をでき得るかぎり公開
一41一
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し，第三者からの様々の批判に耐え得るような姿勢を取ることが，長期的に
は政府や公団に対する国民ないし住民の信頼を得る近道ではないかと思われ
る。政府や公団や都道府県の行政側の判断や決定が公共性の名において行な
われ，公団の企業としての名において情報の秘密が守られるのであれば，事
業によって直接プラス・マイナスの影響を受ける階層や団体や個人の意見や
苦情にも一定の機会と場所とを与えられることが，民主主義的ルールにそう
所以であろう。ただ必要以上のぼらまき補償をふせぐためのルールや制度的
裏付けも必要であろう。
一42一
